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研究要旨 

健康寿命の延伸および地域格差の縮小は、我が国喫緊の課題である。我々は、そのためには、健康

的な人に対する生活習慣病の発症予防（ポピュレーションアプローチ）のみでなく、発症後の重症化

予防（ハイリスクアプローチ）の両者を分けてアプローチすることが不可欠であると考えた。また、

地域格差の把握とその対策には、全国レベルで市町村単位の指標があること、そして市町村自らが定

期的に算出し指標として活用しうることが重要と考えた。そこで、我々は、要支援や要介護それぞれ

のレベルに至るまでの年齢を個人レベルで把握ができ、かつそれを全国レベルで全市町村における地

域データとして把握うる全国介護保険レセプトデータに着目した。 

これまで、国の提案する健康寿命の定義としては、健康日本 21 の中で「日常生活に制限のない期間

の平均」とされ、国民生活基礎調査を用いて生命表からサリバン法で計算した数値が標準的に用いら

れてきた。一方で、介護保険レセプトデータによる「要介護度 2 になるまでの期間」を用いて同様に

算出するものも合わせて提唱されてきた。しかし、これらは、生命表を用いた換算が必要であり、地

域の個人データからイメージしにくいものである。そこで、我々は、生命表換算をせず、直接に要支

援１、要介護２に至った年齢、およびその期間「要支援となった人々が要介護度 2 以上に認定される

までの期間(以下、境界期健康寿命)」を新たに提案した(以下、本研究班ではこの方法によるものを健

康寿命と称する)。これを全国介護レセプトより実際に市町村別の算出を行うとともに、その地域格差

の把握と要因分析、現行の介護予防サービスの効果検証、さらには知見の社会実装を目指すこととし

た。 

本研究の目的は、①全国介護レセプトを用いた境界期健康寿命の推移と地域差の記述、地域を単位

として格差要因を同定するエコロジカル・スタディおよび健康増進対策につながるような個人レベル

の健康指標の関連の検討（平成 29・30 年度）②介護保険レセプトより個人単位で把握した介護予防サ

ービス利用状況と境界期健康寿命の分析による予防効果の検証（平成 29 年度）、③明らかにした要因

や知見を地域に還元、PDCA サイクルによる改善を実践し、政策提言につなげる（平成 30 年度）、④

境界期健康寿命の概念（要支援となった人々が要介護度 2 以上に認定されるまでの期間）と一般的な

健康寿命の概念との擦り合わせ（平成 30 年度に立案）、の 4 つであった。研究期間は平成 28～30 年

度の 3 年であり、本年度は最終年度であった。 

H30 年度は、①について H29 年度までに得られた知見をさらに深めるため、中高年者縦断調査、国

民生活基礎調査、人口動態調査などのデータを用いて、身体活動と運動、休養・こころの健康づくり

・睡眠、アルコールの消費などと健康寿命・境界期健康寿命の関連を検討した。また、国民生活基礎
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調査のデータを用いて、高齢者の難聴と種々の健康アウトカム（外出活動制限、心理的苦痛、もの忘

れ）の関係を明らかにし、高齢者の難聴に対する（適切な補聴器の使用などによる）介入が健康増進

対策の１つとして考慮されうることを示唆した。また③について、千葉県 A 市と連携し、A 市の介護

レセプトデータのデータを分析し結果をフィードバックし話し合いの場を設けることによって、PDC

A サイクルによる改善および健康に関する政策提言を実践した。④について、健康寿命の算出方法に

ついての検討の一環として、国民生活基礎調査の個票を用い、複数の「健康な状態」間の一致度を明

らかにした。さらに、（統計法 33 条に基づき利用許可された）介護給付費等実態調査データ(2016 年

4 月～2017 年 3 月)と人口動態統計による年齢階級別死亡(2016 年)を用いて、各年齢階級別の(要介護度

2 移行率+死亡率)を基に 65 歳年齢階級およびその上の年齢階級について、生命表を用いて各年齢階級

における「境界期健康寿命(余命)」を試算した。 

 

Ⅰ．背景及び目的 

健康寿命は、健康日本 21(第二次)の中で「健

康上の問題で日常生活が制限されることなく生

活できる期間」とされている。その指標には、

「①日常生活に制限のない期間の平均」、「②

自分が健康であると自覚している期間の平均」、

「③日常生活動作が自立している期間の平均」

があり、③では統一基準で実施、全国データが

入手可能である点から、要介護度を用い、要介

護 2～5 以外が健康とされている（健康寿命の算

定方法の指針、橋本ら）。これに基づき、本研

究では、健康寿命を「要介護度 2 になるまでの

期間」と定義する。 

この延伸を効果的に実現するためには、壮年

期のような健康的な生活を送る人全体に対する

生活習慣病の発症予防（ポピュレーションアプ

ローチ）のみではなく、発症後の重症化予防

（ハイリスクアプローチ）の徹底が不可欠であ

る。そのためには、健康状態を支え、守るため

の、地域における社会環境の整備が重要となる。

つまり、「要支援となった人々が要介護度 2 以

上に認定されるまでの期間(以下、境界期健康寿

命)」の地域格差の把握と要因分析、そしてその

延長を目指した介入についての効果検証が必要

である。さらに、地方行政や産業界との連携に

よる知見の社会実装も必須である。 

我々はこれまで、全国介護レセプトなど、種々

の大規模データを利用してきた実績があり、「健

康日本21」関連の2次データを活用した研究で、

以下の実績を有する。 

 国民生活基礎調査：介護保険導入前後の所得

段階別主観的健康観および介護サービス利用

の推移（Lancet 2011）、高齢者の日常生活に

おける活動制限（健康寿命の算定項目）

（GGI 2015）、   性差に焦点を当てた喫

煙率と障害（Plos One 2015)、介護と健診受診

（GGI 2017） 

 中高年者縦断調査：他者と共に運動・スポー

ツを実施することと精神健康（Plos One 2015)

および日常生活活動能力（Plos One2016） 

本研究は、これまでの研究基盤の基、下記 3 点

を目的として計画された。 

① 全国介護レセプトを用いた境界期健康寿

命の推移と地域差の記述、地域を単位と

して格差要因を同定するエコロジカル・

スタディおよび健康増進対策につながる

ような個人レベルの健康指標の関連の検

討（平成29・30年度） 
② 介護保険レセプトより個人単位で把握し

た介護予防サービス利用状況と境界期健

康寿命の分析による予防効果の検証（平

成29年度） 
③ 明らかにした要因や知見を地域に還元、

PDCAサイクルによる改善を実践し、政

策提言につなげる（平成30年度） 
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さらに、本研究班の中で浮かび上がった課題

をもとに、目的④を新たに立案した。 
④ 境界期健康寿命（要支援から要介護２ま

での期間）の概念と一般的な健康寿命の

概念との擦り合わせ（平成30年度） 
 

Ⅱ．研究方法および成果の要旨 

 H30 年度は、目的①、③、④について各分担

者と協力しながら実施した。詳細は各分担者の

報告書に譲り、ここでは要旨をまとめる形とす

る。 

 目的①については、昨年度までに得られてい

た知見をさらに掘り下げるため、全国介護レセ

プトだけでなく中高年縦断調査、人口動態調査、

国民生活基礎調査のデータを用いて、健康日本

２１との関連を基本に、各分担班がそれぞれ専

門とする疾患や背景をエクスポージャー（地域

指標）として、境界期健康寿命との関連を検討

した。具体的には下記の通りである。 

1. 身体活動と運動 

- 門間らは、中高年者縦断調査のデータを

用いて、日本人中年者における都道府県単位で

の運動スポーツの実施方法と健康寿命との関係

を検討した。 

2. 休養・こころの健康づくり・睡眠 

- 吉田らは、国民生活基礎調査から、65

歳以上の高齢者の不眠、睡眠時間、睡眠満足度

の地域差とその関連指標をマルチレベル分析で

調べた。その結果、不眠、睡眠時間短縮は日本

の南西部の高齢者に多く、気温の影響が強かっ

た。 

- 相羽らは、中高年縦断調査から高齢者介

護の有無、頻度、満足度の指標 10 年分の平均を

都道府県別に集計した。その結果、高齢者介護

は西日本が東日本に比べて多く、介護の有無、

頻度は介護レセプトから算出された都道府県別

の境界期健康寿命と相関がみられ、介護頻度が

高いことは境界期健康寿命の延伸につながると

考えられた。 

- 太刀川らは、こころの健康の指標として

の自殺に着目し、人口動態調査から住居地発見

地の都道府県別自殺者数を抽出し、県外に出た

自殺者が多いのは大都市、県外からきた自殺者

が多いのは、特定のホットスポットがある県で

あること、高齢者でも 4 人に 1 人が自宅外に出

て既遂していることを見出した。 

- 翠川らは、人口動態調査から都道府県単

位で外因死・不明死を集計調査し、自殺と一部

の外因死に一定の関連があること、不明死に地

域格差が目立つことを見出した。 

3. アルコール 

- 翠川らは、国民生活基礎調査を用いて、

高齢者のアルコール使用の関連要因を分析し、

悩みを相談できない者が多く飲酒をしているこ

とが明らかになり、ソーシャルキャピタルの重

要性が示された。 

 さらに、国民生活基礎調査のデータを用いて、

高齢者の難聴と種々の健康アウトカム（外出活

動制限、心理的苦痛、もの忘れ）の関係を明ら

かにし、高齢者の難聴に対する（適切な補聴器

の使用などによる）介入が健康増進対策の１つ

として考慮されうることを示唆した。 

 

目的③については、平成 30 年より千葉県 A 市

と連携し実践を行った。具体的には、A 市から

提供いただいた介護レセプトデータを分析し境

界期健康寿命を算出し、介護保険レセプトから

算出し公表した境界期健康寿命の全国平均や千

葉県の平均と比較した結果をフィードバックし

話し合いの場を設けることによって、A 市の健

康に関する政策提言につながる活動を開始して

いる。今後は、千葉県 B 市、茨城県 C 市とも同

様の連携を行うことによって事例を重ね、長期

的には全国の各市町村に広げていくことを目標

している。 

 

目的④について、本課題では当初（申請時）よ
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り、境界期健康寿命という概念を「要支援とな

った人々が要介護度 2 以上に認定されるまでの

期間」と定義していたが、本課題を進める中で、

一般的な健康寿命の概念（主観的な指標、客観

的な指標、ADL など様々なものが提案されてい

るが、健康日本 21 においては国民生活基礎調査

における「日常生活に制限がないこと」と定義

されている）との関係を擦り合わせていく必要

性が浮かび上がった。そこで、平成 30 年 4 月に

本目標を新たに掲げ、重点的に分析を行うこと

によって、本課題を最終的にまとめる際に、一

般的な健康寿命の概念と矛盾が生じないように

整理した。具体的には下記の通りである。 

- 渡邊らは、健康寿命の算出方法について

の検討の一環として、国民生活基礎調査の個票

を用い、複数の「健康な状態」（(1)「日常生活

に制限がないこと」、(2)「自分が健康であると

自覚していること」、(3)「要介護 1 以下（日常

生活動作の自立）」間の一致度を明らかにした。 

- 高橋らは、（統計法 33 条に基づき利用

許可された）介護給付費等実態調査データ(2016

年 4 月～2017 年 3 月)と人口動態統計による年

齢階級別死亡(2016 年)を用いて、各年齢階級別

の(要介護度 2 移行率+死亡率)を基に 65 歳年齢

階級およびその上の年齢階級について、生命表

を用いて各年齢階級における「境界期健康寿命

(余命)」を試算した。その結果、境界期健康寿

命(余命)は、65 歳時は男性 6.0 年、女性 7.6 年、

70 歳時では男性 5.3 年、女性 7.2 年であった。

これは要支援および要介護度 1 の要介護認定者

の 65 歳の対象者においては、期待値として、男

性 6.0 年、女性 7.6 年で要介護 2 以上に達すると

いうことで、わかりやすい指標となっている。

境界期健康寿命(余命)はハイリスクアプローチ

の評価指標として意義あるものと考えられる。

しかしながら本算出においては、要支援者の死

亡率を一般集団の死亡率で代替利用している点

には注意が必要であることを明らかにした。 

- さらに太刀川らは、コホートデータによ

り健康寿命の指標に用いられている状況におけ

る個人の推移を縦断的に捉え、実態把握および

関連要因を因果関係をもって推定することが重

要と考え、中高年者縦断調査において、国民生

活基礎調査による定義と近い項目を用いて、縦

断的な分析も行った。日常生活活動の際の困難

の自覚を健康寿命とした時、50 歳の平均健康寿

命は 64.3 歳（+14 歳）であり、その年齢になる

と約 50％が ADL に何らかの困難を生じていた。

個別影響要因としては、男性、同居有り、疾患

有り、介護経験あり、喫煙経験有りで有意に健

康寿命が短縮し、一方健診受診歴有り、スポー

ツ、地域行事の参加経験有りで健康寿命が延伸

していることが明らかになった。 

 

Ⅳ．考察 

これまで、国の提案する健康寿命の定義とし

ては、健康日本 21 の中で「日常生活に制限のな

い期間の平均」とされ、国民生活基礎調査を用

いて生命表からサリバン法で計算した数値が標

準的に用いられてきた。一方で、介護保険レセ

プトデータによる「要介護度 2 になるまでの期

間」を用いて同様に算出するものも合わせて提

唱されてきた。しかし、これらは、生命表を用

いた換算が必要であり、地域の個人データから

イメージしにくいものである。そこで、我々は、

生命表換算をせず、直接に要支援１、要介護２

に至った年齢、およびその期間「要支援となっ

た人々が要介護度 2 以上に認定されるまでの期

間(境界期健康寿命)」を新たに提案し、研究を

進めてきた。 

今年度は、健康寿命、境界期健康寿命の地域

格差および、地域格差の要因となりうる各種指

標についても分析を進めることができた。 

さらに、一市町村と協力し、明らかにした要

因や知見を地域に還元し、PDCA サイクルによ

る改善を実践し、政策提言につなげる先例を作
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ることができたと考えている。さらに、これま

での 3 年分の研究をまとめる際に重要な、境界

期健康寿命（要支援から要介護 2 までの期間）

の概念と一般的な健康寿命の概念との擦り合わ

せを行うことができたことは意義深いと考える。 

本年度の目的は達成でき、本年度の研究結果

も含めた 3 年分の最終報告書につなげることが

できると考えている。 

 
Ⅴ. 健康危険情報 

なし 
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ポスター 

(3) Keitaro Yoshida, Hirokazu Tachikawa1, Miyu

ki Aiba,Haruhiko Midorikawa, Tetsuaki Arai1, Na
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